
  

                                               単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(補正前の額) 
説                明 

【交通戦略課】 

 

総合交通企画費 

 

 

△52,341 

(547,361) 

 

国    △49,245 

 

㊀    △3,096 

 

感 １ 地域公共交通新型コロナウイルス感染症対策事業 

△49,245 

   502,304 → 453,059 

 補助対象事業費の減に伴う減額 

 

【道路整備課 

 ・道路保全課】 

 

道路関係公共事業 

 

 

    △1,493,009 

    (42,808,614) 

 

国   △981,704 

 

分        △943 

 

繰     △2,379  

 

諸      5,500 

 

起   △2,446,100 

 

○一     1,932,617 

 

 

 １ 補助事業費               △1,992,870 

   33,963,983 → 31,971,113 

 

(1) 補助道路整備事業費                13,354 

     20,606,397 → 20,619,751 

     国の内示に伴う増額 

 

(2) 補助道路修繕事業費           △1,688,121 

     12,850,195 → 11,162,074 

     国の内示に伴う減額 

 

(3) 補助雪寒対策事業費            △314,100 

     498,391 → 184,291 

     国の内示に伴う減額 

 

  (4) 市町道路事業調整推進費           △4,003 

     9,000 → 4,997 

     国の内示に伴う減額 

 

２ 単独事業費                                   499,861 

       8,844,631 → 9,344,492 

 

(1) 道路補修費                  499,861 

       6,675,716 → 7,175,577 

       大雪対応に伴う増額 



  

単位：千円 

                                                                             

事   業   名 
補正予算額 

(補正前の額) 
説                明 

 

道路交通調査費 

 

△29,440 

        (43,840) 

 

国     △9,700 

 

○一      △19,740 

 

 １  地域高規格道路調査費             △29,440 

   43,840 → 14,400 

   国の内示に伴う減額 

 

道路除雪費 

 

       1,095,274 

        (863,946) 

 

国   △216,444 

 

○一     1,311,718  

 

１ 車道・歩道の除雪費             1,095,274 

   雪寒地域、その他降雪地域において除雪を実施する。 

   863,946 → 1,959,220 

   除雪作業への対応による増額 

 

国直轄道路事業費負担金 

 

186,499 

     (5,500,000) 

 

起    △75,900 

 

○一      262,399 

 

１ 国直轄道路事業費負担金             186,499 

  5,500,000 → 5,686,499 

   国の通知に伴う増額 



  

                                                                                       単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(補正前の額) 
説                明 

【砂防課】 

 

砂防関係公共事業 

 

 

     △84,998 

   (5,001,328) 

 

国     △17,739 

 

分      △12,870 

 

起   △190,100 

 

○一     135,711 

 

 

１ 補助事業費                                    △42,317 

       3,921,028 →  3,878,711 

 

(1) 補助通常砂防事業費                  42,979 

        1,203,164 → 1,246,143 

国の内示に伴う増額 

 

(2) 補助砂防総合流域防災事業費             89,402 

        1,047,400 →  1,136,802 

国の内示に伴う増額 

 

(3) 補助地すべり総合流域防災事業費          △21,383 

        63,000 → 41,617 

国の内示に伴う減額 

 

(4) 補助急傾斜地崩壊対策事業費             △34,018 

        1,132,092 → 1,098,074 

国の内示に伴う減額 

 

(5) 補助急傾斜地総合流域防災事業費         △101,227 

        411,272 →  310,045 

国の内示に伴う減額 

 

(6) 補助砂防障害防止対策事業費         △18,070 

        64,100 →  46,030 

国の内示に伴う減額 

 

２ 単独事業費                                    △42,681 

       1,080,300 → 1,037,619 

 

(1) 市町急傾斜地崩壊対策事業費補助       △42,681 

        224,000 → 181,319 

補助対象事業費の減に伴う減額 



  

                                                                                  単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(補正前の額) 
説                明 

【都市計画課】 

 

都市計画関係公共事業 

 

 

  △719,495 

(12,761,817) 

 

国    △350,839 

 

分     △100,000 

 

繰       192,161 

 

起     △663,800 

 

○一       202,983 

 

 

 １ 補助事業費                    △719,495 

   12,761,817 → 12,042,322 

 

  (1) 補助都市計画街路事業費                   △628,200 

        5,005,977 → 4,377,777 

        国内示に伴う減額 

 

(2) 補助都市公園事業費                        △77,498 

        7,736,455 → 7,658,957 

        国内示に伴う減額 

 

  (3) 市町都市計画事業調整推進費                △13,797 

        19,385 → 5,588 

        国内示に伴う減額 

 

単独都市公園事業費 

 

     △1,853,968 

      (2,227,129) 

 

起   △1,821,500 

 

○一       △32,468 

 

１ 単独都市公園事業費                    △1,853,968 

     2,227,129 → 373,161  

   補助事業への振替による減額 



  

                                                                      単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(補正前の額) 
説                明 

【流域政策局】 

 

河川関係公共事業 

 

 

        77,209 

(14,666,285) 

 

国    △55,620 

 

起   △658,000 

 

○一     790,829 

 

 

 １ 補助事業費                  △102,791 

      5,800,705 → 5,697,914 

 

(1) 補助河川環境整備事業費               7,875 

    102,900 → 110,775 

    国の内示に伴う増額 

 

    (2) 補助河川災害関連事業費           △100,000 

    100,000 →  0 

    本事業に該当する災害が発生しなかったことに伴う減額 

 

    (3) 補助河川障害防止対策事業費          △10,666 

    97,200 → 86,534 

    国の内示に伴う減額 

 

 ２ 単独事業費                   180,000 

      8,865,580 → 9,045,580 

 

(1) みずべ・みらい再生事業費             180,000 

    3,966,180 → 4,146,180 

    大雪対応に伴う増額 

 

 

ダム関係公共事業 

 

      △4,113 

       (242,775) 

 

国    △1,868 

 

諸     △203 

 

起     △10,600 

 

○一     8,558 

 

 １ 補助事業費                   △4,113 

      242,775 → 238,662 

 

  (1) 補助堰堤総合流域防災事業費          △4,113 

       110,225 → 106,112 

     国の内示に伴う減額 

 

港湾関係公共事業 

 

      △18,900 

      (113,400) 

 

国    △6,000 

 

起    △19,400 

 

○一         6,500 

 

１ 補助港湾改修事業費               △18,900 

113,400 → 94,500 

国の内示に伴う減額 



  

                                                   単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(補正前の額) 
説                明 

 

水源地域対策費 

 

      △74,347 

      (231,646) 

 

国    △19,998 

 

○一    △54,349 

 

１ 水源地域対策費                △74,347 

 

(1) 丹生水源地域整備特別交付金                △54,257 

     68,500 → 14,243 

    長浜市実施事業の年度精算に伴う減額 

 

(2) 再生可能エネルギーを活用した丹生水源地域整備事業   

                          △19,996 

     144,100 → 124,104 

    入札執行残に伴う減額 

 

補助土木施設災害復旧事

業費 

 

△523,237 

(843,925) 

 

国   △334,237 

 

起     △189,000 

 

１ 補助土木施設災害復旧事業費          △523,237 

    843,925 → 320,688 

   令和３年災の発生が見込みより少なかったことに伴う減額 

 

国直轄災害復旧事業費負

担金 

 

       101,506 

         (-) 

 

起     101,500 

 

○一           6 

 

１ 国直轄災害復旧事業費負担金              101,506 

0 → 101,506  

国の通知に伴う増額 

 

単独土木施設災害復旧事

業費 

 

△37,700 

(132,700) 

 

起    △37,700 

 

１ 単独土木施設災害復旧事業費            △37,700 

132,700 → 95,000 

令和３年災の発生が見込みより少なかったことに伴う減額 

 

国直轄河川事業費負担金 

 

        39,570 

       (182,484) 

 

起      22,700 

 

○一        16,870 

 

１ 国直轄河川事業費負担金                 39,570 

182,484 → 222,054 

国の通知に伴う増額 


